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中国における国際労務輸出の現状分析
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はじめに

経済のグローバル化につれて、国際貿易も増

加している。それに伴って、資本、技術及び労

働力の国際化も進んでいる。特に先進国の少子

高齢化で、生産年齢の減少が予想され、人手不

足の対策の一つとして積極的に外国人労働者を

受け入れようとしている。

中国は労働力資源が豊富で、国際労務輸出に

は有利な条件を持っている。また、これは就職、

国民の収入の増加、外貨獲得にもつながり、重

要な意義を持っている。

そこで、本研究は中国における国際労務輸出

の現状と優位点を明らかにするとともに、中国

の国際労務輸出を促進するための幾つかの対策

について考察することにする。

�．国際労務輸出の史的展開

中国政府成立初期の１９５０年代から７０年代ま

で、国際労務輸出の重点はアジア、アフリカ及

び南アメリカの発展途上国への経済技術援助

で、農業生産、技術設備、工業建設などの分野

の労働者と専門技術者の派遣に過ぎなかった。

このような形式は労務輸出の経済利益をあまり

追求していなかったので、正式的な国際労務輸

出とは言えない。実際的に国際労務輸出を行っ

たのは改革開放後の１９７９年である。

１９７９年４月、国務院は中国建築工程総公司、

中国道路橋梁工程公司、中国土木建築工程公

司、中国プラント輸出会社の四社に真っ先に国

際労務輸出業務許可を下ろした。１９７９年末まで

この四社はイラク、イエメン、エジプト、ソマ

リア、マルタ、香港などの国家と地区で１２項目

の契約を締結し、その労働契約額は１，７６５万ド

ル、労務人数は２，１９０人に達した。中国の国際

労務輸出は苦難に満ちる第一歩を踏み出したの

である。その後、さらに多くの国際会社が次々

と設立され、国際市場に向けて中国の国際労務

輸出の事業を迅速に発展させたのである。

中国の国際労務輸出の発展は次の四つの段階

に分けることができる。

第一段階は１９７９年初めから１９８４年までで、国

際労務輸出の初歩段階である。この時期、労務

輸出の人数は１９７９年の２，１９０人から１９８４年の５

万人に増加し、労働契約額も１，７６５万ドルから

１．９９億ドルに増加した。年平均の増加率はそれ

ぞれ８６．９％と６２．４％に達した。この時期、ちょ

うど国際労働力市場、特に中東、北アフリカ市

場は前例なく繁栄していて、大量の外国籍の労

働力を引きつけたので、客観的に中国の労務輸

出の事業のスタートと発展のために良好な市場

条件を提供したのである。この背景の下で、国

務院は労務輸出企業の設立審査を国際経済貿易
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部へ下放した。したがって、労務輸出企業は国

際経済貿易部から分離され、独立企業法人とし

て貿易経営権を所有し始めたのである。

第二段階は１９８５年初めから１９９０年までで、国

際労務輸出の足踏み段階である。この期間、中

国の労務輸出の発展は緩慢になり、前期に比べ

てほとんど停滞状態に陥ってしまったのであ

る。１９８６年から１９９０年までの３年間はマイナス

成長を見せ、１９９０年末まで労務輸出人数は５．８

万人しかいなかった。契約額から見ると、１９９０

年は４．８億ドルで、前期より大幅に低くなって

いた。その主な原因は、１９８３年以来主要労働力

輸入国が次々と労務輸入制限政策を実行したこ

とにある。もう一つの原因は国際石油価格の下

落と湾岸戦争の影響で中東建築市場が萎縮した

ことにある。

第三段階は１９９０年代で多元化段階である。

１９９０年の中東労働力市場の不景気状況で、市場

の多元化方針にとり組み、積極的に香港、マカ

オ、日本、シンガポール、旧ソ連と米国など新

しい市場を開拓した。１９９１年と１９９２年末の統計

によると国際労務労働者の合計は前の年に比べ

てそれぞれ５５．１％と４５．８％の増加を見せ、その

人数は９万人と１３万人に達した。労働契約額も

それぞれ１０億ドルと１３．３億ドルに増加した。そ

の後、中国の国際労務輸出は持続的に著しい発

展をとげたのである。

第四段階は２００１年から今現在で発展段階と言

える。２００１年「国民経済発展１０次５カ年計画

（２００１年～２００５年）」では国際請負工事と労務

協力を国家の基本政策と決め、海外進出戦略の

一つとして発展させた。そのためか２００１年から

２００５年までの在外労務人数は４７．５万人から５６．５

万人にまで増えた。２００６年の第１１次５カ年計画

（２００６年～２０１０年）でも引き続き着実に労務輸

出を発展させることを表明し、２０１２年の第１２次

５カ年計画では、それに加えて新たに就職政策

の一つとしても位置づけたのである。

�．国際労務輸出の現状

まず、中国における国際労務輸出の変化をみ

る（表１参照）。２１世紀に入って約１０年間の国

際労務契約額は絶えず上昇している。中国の国

際請負工事は、２０００年から２０１０年までの１０年間

で１１７億ドルから１，３４４億ドルと１０倍以上増加し

た。プロジェクトに関連する年末在外労働者は

２００４年に１０万人を超え、２０００年から２０１０年の１０

年間では５．６万人から３７．７万人と約７倍増加し

た。また、国際労務協力による契約額は請負プ

ロジェクトに比べて大きくないものの、２００１年

に３０億ドルを超過し、順調に増加してきてい

る。年末在外労働者数は、１９９０年にはわずか３．６

万人だったが、２０００年にはその１０倍の３６．９万人

となり、２０００年から２０１０年の１０年間では３６．９万

人から４７万人と約３割の増加をみせた。労務協

表１ 中国における国際労務輸出の推移
（単位：億ドル、万人）

年
契約額 年末在外人数

請負工事 労務協力 請負工事 労務協力

１９９０ ２１．２５ ４．７８ ２．１８ ３．６１

２０００ １１７．１７ ２９．９１ ５．５６ ３６．９３

２００１ １３０．３９ ３３．２８ ６．００ ４１．４７

２００２ １５０．５５ ２７．５２ ７．８５ ４１．０４

２００３ １７６．７０ ３３．８７ ９．４０ ４２．９７

２００４ ２３８．４０ ３５．０３ １１．４７ ４１．９４

２００５ ２９６．００ ４２．４５ １４．４８ ４１．８７

２００６ ６６０．０５ ５２．３３ １９．８６ ４７．５２

２００７ ７７６．２１ ６６．９９ ２３．６０ ５０．５１

２００８ １０４５．６２ ７５．６４ ２７．１６ ４６．７１

２００９ １２６２．１０ ７４．７３ ３２．６９ ４５．０３

２０１０ １３４３．６７ ８７．２５ ３７．６５ ４７．０１

出所：中国国家統計局『２０１１中国貿易外経統計年
鑑』を基に筆者作成。
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力による年末在外人数は請負工事による年末在

外人数を依然として超えているものの、その差

は小さくなり、特に契約額は請負工事の方が労

務協力より絶対的な比重を占めている。ここか

ら中国の国際労務輸出はまだ未発達段階にあ

り、低レベル状態におかれていることが分か

る。

国際労務協力の年末在外労働者の地域別の割

合（図１参照）は、アジア地域に集中し、８割

を超えている。２０１０年の地域別割合の順位は、

アジア８４．６０％、アフリカ７．３１％、ヨーロッパ

５．６３％となったものの、一貫してアジアに集中

してきている。アジアのなかでも、特に日本へ

の労務協力による労働者の派遣が多い。２０１０年

の年末在外労働者数の多い順をみると、日本が

１７１，７４７人（全体の３６．５３％）、シンガポールが

６５，４１０人（１３．９１％）、韓国が３８，２２９人（８．１３％）

であった（表２、図１参照）。これは中国の国

際労務輸出は１８０の国と地域で行われているも

のの、アジア以外の地域では労務市場がまだ開

発しておらず、その範囲があまりにも狭いから

である。

次は、中国国内の各地域による国際労務輸出

の状況をみる。表３は２０１０年の東部、中部と西

部の一部の省について国際労務派遣人数と年末

在外人数を見たものである。派遣人数と年末在

表２ ２０１０年度地域別国際労務サービス年末在外
人数 （単位：人、％）

合計 ４７０，０９５ １００

アジア ３９７，６９４ ８４．６０

日本 １７１，７４７ ３６．５３

シンガポール ６５，４１０ １３．９１

韓国 ３８，２２９ ８．１３

アフリカ ３４，３８０ ７．３１

ヨーロッパ ２６，４６６ ５．６３

ラテンアメリカ ４，３７９ ０．９３

北アメリカ ３，７２６ ０．７９

出所：中国国家統計局貿易外経統計資料（２０１１）
に基づき筆者作成。

図１ ２０１０年度国際労務サービス年末在外人数地域別割合

出所：中国国家統計局貿易外経統計資料（２０１１）に基づき筆者作成。
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外人数の多い順に並べると、沿海に位置してい

る東部地域が先で、その次が中部、西部である。

これは東部地域が改革開放の方でも、国際労務

輸出のシステムの整備の方でも、西部より進ん

でいるからである。しかし、東部としても海南

省はチベットと同じく国際労務輸出の人数が少

ないが、これはこの地域の国際労務輸出のシス

テムの整備と全体的な労働力の素質が低いから

であると思う。

最後に、国外就職の業種は多様化しているも

のの、伝統的な製造業、建築業および農林水産

業の３大業種が依然として大部分を占め、全体

の７０％となっている。教育、設計、コンサルティ

ング、監理業、コンピュータ業などの高度技術

は少ない（表４参照）。

上述のとおり、中国における国際労務輸出の

現状は、収集できる統計資料の限界で、その対

象は主に中国政府の認可を受けた中央及び地方

の企業が外国企業と請負工事や労務協力の契約

を締結して派遣した労働者のみとなっている。

そこで、本研究では、それ以外の海外経済援助

や個人の責任で国外に行って就職している人は

含まれない。

�．労務輸出の優位点分析

中国政府は国際労務輸出を積極的に推進しよ

うとしているが、ここではその優位点について

分析する。

まず、労働力資源供給の充実さである。中国

は労働力に余裕のある国である。中国の労働力

表４ 労務派遣業種の変化 （単位：人、％）

業種
２００２年 ２００３年 ２００４年

年末在外人数 比率 年末在外人数 比率 年末在外人数 比率

農林水産業 ６３，０２５ １５．４ ７５，１７８ １４．３ ７４，０００ １３．９

製造業 １７４，６４０ ４２．５ １９５，１８８ ３７．２ ２００，０００ ３７．６

建築業 ６７，９０９ １６．５ １３２，４１７ ２５．２ １４０，０００ ２６．３

教育と医療 ２，７７４ ０．７ ２，８２１ ０．５ ２，０００ ０．４

コンサルティング １，１６５ ０．３ ３，０９５ ０．６ ３，０００ ２．６

コンピュータ業 １，１３１ ０．３ １，４４１ ０．３ １，０００ ０．２

飲食サービス １４，３１６ ３．５ １４，４９６ ２．８ １４，０００ ２．６

運送業 ４４，３６０ １０．８ ４９，９４６ ９．５ ４９，０００ ９．２

その他 ４１，０５１ １０ ５０，２６２ ９．６ ４９，０００ ９．２

出所：中国商務部対外請負労務合作各年年報に基づき筆者作成。

表３ ２０１０年度地域別国際労務派遣人数と年末在
外人数 （単位：人）

派遣人数 年末在外人数

東部

山東省 ４７，３００ １０１，９１３

江蘇省 ３４，５７６ ９６，３３６

広東省 ２４，７８８ ３８，４５５

海南省 ０ ２

中部

山西省 １，２２４ ６，１４７

河北省 ８，７６１ １３，３２４

江西省 ４，６９４ １４，６１５

安徽省 １２，６３１ ２０，２３６

西部

�西省 ７，６３８ ８，５５３

貴州省 ９７７ １，７８９

寧夏 ４５３ ６９２

西藏 ０ ０

出所：中国国家統計局貿易外経統計資料（２０１１）
に基づき筆者作成。
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数は全世界の３０％以上を占め、労務輸出に従事

するための基本条件を備え、国際労務輸出拡大

の需要を十分に満足させることができる。中国

の社会保障部の統計によると、現在毎年大体

１，４００万ぐらいの労働力が新たに増加しいる。

それ以外にも、農村にいる１．５億の余剰労働力

を移転させることが可能である。全世界の労働

力移動数は約３，０００～３，５００万人に達し、１９８０年

代初めの２，０００万人に比べて５０％以上も増えて

いる。先進国の低出産率と高齢化に従って、世

界の労務全体の需要は更に増える。

次は、労働力構造の多様さである。中国の国

際労務資源は、改革開放当時の「四肢は発達し

ているが、頭は単純である」と言われていた安

かろう悪かろうのイメージと異なってきてい

る。２１世紀に入って、国際労務はもう２０世紀末

の建築、紡織、林業、農業、機械などの伝統的

業種に限らず、冶金、石油化学工業、道路建設、

発電所、船舶、医療、ビジネスサービス、料理、

家政婦、環境保護、工事設計コンサルティング、

コンピュータ業、飛行機補修などの低、中、上

の業種へとその領域は拡大されている。図２は

国際労務輸出の業種の変化を１９９８年と２０１０年の

サービスの貿易輸出の業種別貿易額の変化から

みたものである。両者を比べる理由として、実

際の労務輸出はサービスの貿易に伴って行うの

で、その変化が推測できるからである。図２の

とおり、２０１０年は１９９８年に比べて、運送業、建

築サービス業、コンサルティング、コンピュー

タ業では、貿易額でそれぞれ約１５倍、２５倍、４４

倍、７１倍にまで増えた。これは２１世紀に入って

中国のサービスの貿易輸出が新しい業種で顕著

な上昇を遂げ、それに伴う労務輸出も２０世紀末

と異なる新しい領域へと増加していくことを示

図２ 中国サービスの貿易輸出貿易額の業種別変化（１９９８年と２０１０年）

出所：商務部２０１１年中国サービスの貿易統計に基づき筆者作成。
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唆し、国際労務輸出の労働力構造も多様化して

行くであろう。

もう一つは、労働力安価である。中国の労働

力の人件費は安く、給料のレベルは低い。つま

り、中国の労務賃金は先進国の賃金の１０分の１

にすぎず、より安い人件費の優位点を持ってい

る。これは国際請負工事の場合に、人件費（賃

金）を含めたコストカットにより、入札で優位

に働く。

最後は人脈の広さである。今現在、数千万の

華僑と外国籍の華人が世界各地に分布してお

り、中国人と共通の風俗習慣と言語文化を持っ

ている。したがって、海外の華僑、華人は中国

の労務輸出の中でますます重要な役を演じてい

る。それは中国の国際労務輸出の多くが華僑と

華人の紹介に頼り、彼らによってスムーズに国

際労務市場に進出しているからである。

おわりに――幾つかの対策についての考察

上述のように、中国における国際労務輸出は

３０年間の発展を経て目覚しい成果を上げてい

る。しかし、国際労務輸出の管理体系の未整備、

全国的な国際労務市場の情報ネットの不完備、

労務労働者素質の低下、国際労務労働者の権益

の侵害など、国際労務輸出に関する様々な問題

も多発している。したがって、その対策措置と

していくつか取り上げて考察する。

まず、中国の国際労務輸出の管理現状を踏ま

えて、国家労務輸出管理局を設立して国際労務

輸出の組織と管理体系の一体化を求める。それ

によって、土地、財政、税収、貸付け、保険を

含めた労務開発政策支持体系を設立し、絶えず

農村の労働力の全面調査、育成訓練、輸出、管

理サービスなどの仕事の内容を整え、労務輸出

の有効性と組織化の促進を図る。

次に、先進的な技術を運用して、できるだけ

早く全国的に統一された有効な国際、国内の労

務の情報ネットを設け、直ちに情報の収集、選

別、整理、伝達、配布、フィード・バックの作

業を行うようにする。

さらに、労務輸出をする上で、技術の輸出を

拡大し、輸出ルートを広げる。工事の請け負い

を通じて技術、機械設備、電力設備などの輸出

をはかること、労務輸出型の海外合弁企業を大

いに発展させ労働者募集を直接に行うこと、親

戚や友人に依頼して自ら海外労務の口を探すこ

と、海外就職を提唱することなどである。

また、国際労務市場の需要に従って、外国語、

技術、国際財務、法律などの育成訓練を行い、

労働者の素質を高めるべきである。外国の技術

職業学校と連合して、生産、経営、サービスな

ど、外国の需要に応じて国際労働者を育てるこ

とである。

最後に、早めに「海外就業保障法」を制定す

ることにより国際労務労働者の権益を保護する

ことである。例えば、インドネシアは１９７０年に

《人材募集条例》を公布し、タイは１９８５年に《労

働者募集法と保護法》を公布した。フィリピン

海外就職局は１９８５年に《海外就業の規則と条

例》を公布し、韓国は１９８９年６月に《就業保障

と促進法》を改めて修正した。これらの法律と

法規は各国の労務輸出者の権益を保障し、労働

者の仕事と生活の条件を改善し、海外の就業な

どを促進する上で重要な役割を果たした。した

がって、中国もできるだけ早く《海外就業保証

法と促進法》を制定して国際労務に携わる人た

ちの権益を保障し、労務労働者の合法的な利益

侵害事件の発生を杜絶し、中国の国際労務派遣

が全面的な法制化の軌道に乗るよう導くべきで

ある。
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